※ 事務局記載欄

	受付番号
	
	申請区分
	
	分　野
	
	申請額
	　　　　　万円


平成２９年度　新事業創出支援貸付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
公益財団法人ひょうご産業活性化センター　理事長　様
新事業創出支援の貸付を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
１　事業者の概要　　　　　※ 会社概要パンフレットを添付していただき、申請書は６頁程度で作成ください。

また、申請書を手書きする場合は、黒いペンまたはボールペンでご記入ください。

	フリガナ
	
	申請担当者

	事業者名
	
	職   名
	

	フリガナ
	
	 eq \o\ac(○,印)
	S

H
	
	年
	
	月
	
	日生
	フリガナ
	

	代表者名
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	氏   名
	

	フリガナ
	

	事務所所在地
	〒

	連 絡 先
	TEL
	自宅又は携帯TEL

	
	FAX
	E-mail

	URL
	http://
	青色申告の有無
	　　　　有　　・　　無　　　　

	概　要
	創業　 M・T・S・H　　　 　  年  　　　　月
	業種

	
	沿革


	事業内容



	
	資本金　　　　　　　万円
	経営者・役員　      　名
	常用従業員　　        名
	パート                名

	ひょうご　産業活性化センター　支援制度の活用状況等
	　利用なし
利用あり　　　平成　　　年頃

　1窓口相談　2専門家派遣　3技術評価制度　4設備貸与制度　5実用化開発(新技術･ｻｰﾋﾞｽ）資金貸付　

6（その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　


２　貸付申請　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	対象経費区分
	内　　容
	単価（税込）
	数量
	所要額（税込）

	
	
	　　　　　　　　円
	
	　　　　　　　　　　万円

	
	
	　　　　　　　　円
	
	　　　　　　　　　　万円

	
	
	　　　　　　　　円
	
	　　　　　　　　　　万円

	
	
	　　　　　　　　円
	
	　　　　　　　　　　万円

	（対象経費計　―　補助金収入　）　×　70％　（申請区分により上限額あり）　
　↓　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	経費計
	 万円

	
	うち補助金収入分　　　 　　　万円



	貸付申請額（注参照）　  　　　　　　　            万円
	自己資金　　　　　　　　万円
	その他借入　　　　　　　万円


注）①同一事業について国・地方公共団体から補助金が交付される場合、「貸付申請額」は、「対象経費計」から
「補助金収入」を差し引いた額の70%を上限とします。１万円未満は切捨てとしてください。
②「(対象)経費計」、「補助金収入」、「貸付申請額」、「自己資金」、「その他借入」は、7実用化開発(3)資金計画「対象経費総額」等、「資金計画」の金額と一致させてください。
　  ③貸付対象経費は貸付予定日以降の１２か月分が対象となります。
３　財務状況　＜決算期　　　月末＞　※直近＋今後見込５期分で記入願います。　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
	区　分
	直近（　　年）
	翌年期（　　年）　　
	2年後（　　年）
	3年後（　　年）
	4年後（　　年）
	5年後（　　年）　

	売　上　高
	
	
	
	
	
	

	営　業　利　益


	
	
	
	
	
	

	経　常　利　益
	
	
	
	
	
	

	税引後当期利益
	
	
	
	
	
	

	減 価 償 却 費
	
	
	
	
	
	

	純　資　産
	
	
	
	
	
	


４　売上の状況　　（直近の決算時）
	主な取引先
	所在地
	生産品目

（具体的に）
	最近1年間の売上
	総売上に

占める割合
	取引年数

	
	
	
	万円
	％
	年

	
	
	
	万円
	％
	年

	
	
	
	万円
	％
	年

	その他（　　　　　　　　　　件）
	
	
	万円
	％
	

	毎月の売上額（直近６か月平均値）
	　　　　万円
	合計
	万円
	
	


５　金融取引等の現状　（申請時　※ 毎月の返済額は直近６か月間の平均値）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	現在の金融取引
	取引金融機関
	預金（万円）
	短期借入金
	長期借入金
	借入金合計

	
	
	
	①残高（万円）
	年利
	担保提供
	②残高（万円）
	年利
	担保提供
	①＋②

	
	
	
	
	%
	有・無
	
	%
	有・無
	

	
	
	
	
	%
	有・無
	
	%
	有・無
	

	
	
	
	
	%
	有・無
	
	%
	有・無
	

	
	
	
	
	%
	有・無
	
	%
	有・無
	

	
	合　　計
	
	
	
	
	
	

	毎月の返済額（直近６か月の平均値）
	短期借入金
万円
長期借入金
万円


	万円
	長期借入金
	万円
	


６　活性化センターからの借入実績　　※過去に活性化センターからの借入実績がある場合にご記入ください。
	制　度　名
	利用年度
	借入額（万円）
	残債額（万円）

	
	
	
	

	
	
	
	


７　実用化開発
（１）概　要

	実用化開発の名称


	

	実用化開発の概要
	

	申請区分・該当分野
	該当する貸付申請区分と事業分野を選択し、□ 内にチェック（■）をしてください。

分野が複数の場合は、各分野にチェックし、主たる分野に○を記入してください。
  　□ 健康　　　□ 生活文化　　　□ 情報通信　　　□ 環境・エネルギー

　　□ ナノテクノロジー・新製造技術・新素材

　　□ 輸送・物流　　　　　□ ビジネスサポート　　 □ 防災・安全　

	□ 産学連携・事業連携

□ 単独企業

（ものづくり）

□ 単独企業

（IT活用ビジネス）
	

	□　生活・サービス
産業創出
	　　□ 健康　　　　　　　　□ 生活文化　　　　　 　□ 環境・エネルギー

　　□ 輸送・物流　　　　　□ ビジネスサポート　 　□ 防災・安全　

	実用化開発実施場所
	① 実用化開発の主な実施場所が、事業所所在地と異なる場合に記載してください。

② 複数の場合は、主たる実施場所の順に記載してください。


	

	実用化開発の詳細
	①必要に応じて図や表を用い、実用化開発の概要を簡潔に記載してください（資料添付可）。　　
② 専門用語には注釈を入れてください。

	(1) 開発を行う技術、製品、サービスの概要



	(2) 開発を行う技術、製品、サービスの特色

① 新規性、独創性

② 今後の成長性
③ 既存の技術、製品、サービスとの比較優位性
(3) 現在までの開発状況（これまでの当該事業開発の進捗状況、その成果及び解決すべき課題等）
(4)　開発の体制　(代表者、参画人数等、連携先がある場合は、連携先も含めた体制)


	実用化開発の展望
	

	(1) 開発する技術、製品、サービスが実用化される見込

(2) 開発する技術、製品、サービスに対する社会的ニーズ、市場規模

(3) 価格、売上計画



	特許取得（申請）状況
	

	

	当該事業に関する補助金交付実績・見込
	今回の貸付申請事業について、国や地方公共団体からの補助金交付が確定もしくは見込まれる場合に記載してください。

	補助金交付団体

補助金名称

金額（万円）

交付時期

備考



	事業実施期間（予定）
	（開始）平成　　年　　月　　日　～（完了）平成　　　年　　　月　　　日

	対象経費総額 
	　　　　　　　　　 　　万円（　うち29年度経費　　　　　 　　　万円）　　　　

	その他特記事項
	開発事業について補足することがあれば記載してください。

	


（２）今後のスケジュール
貸付対象期間だけではなく全体事業について、事業化までのスケジュールを記載してください。

　　  特に開発スケジュールについては、開発項目ごとに詳細に記載してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	期　間
	項　目
	内　　容

	
	
	


（３）資金計画 （事業化までに要するすべての経費を記載してください。）　　　　　　　　　（単位：万円）

	
	区　分
	対象経費（A）
	補助金収入(B)
	貸付申請額（C）
(A-B)×70%以内
	自己資金等(D+E)

	
	
	
	
	
	自己資金（D）
	その他借入（E）

	29
年度
	新製品・新技術等開発・
新サービス実証事業
	
	
	
	
	

	
	ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査・販路開拓・

ビジネスモデル開発事業
	
	
	
	
	

	
	その他事業
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	30
年度以降
	新製品・新技術等開発・

新サービス実証事業
	
	
	
	
	

	
	ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査・販路開拓・

ビジネスモデル開発事業
	
	
	
	
	

	
	その他事業
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	


（資金計画記載に当たっての注意事項）
１ 「7実用化開発」に記載された事業について、事業化までに要するすべての経費を記載してください。
　　開発期間が２か年度以上にわたる場合は、様式を追加して年度ごとにご記入ください。

２　所要経費は、公募要領のＰ10～12「別表1～3：対象経費」を参考に記載してください。
　　貸付申請額(C)は、対象経費（A）から、国・地方公共団体からの補助金収入(B)を控除した額の70%以内で決定してください。　※対象経費(A) ＝ 補助金収入(B)＋貸付申請額(C)＋自己資金等（D+E) 
３　自己資金等とは、自己で保有する資金と、金融機関等からの借入の合計です（センターへの貸付申請額は除く。）。
４　「2 貸付申請」欄や「対象経費総額」や「29年度経費｣の金額と齟齬が生じないように記載してください。

５　センターへの貸付申請額は、次の金額を上限とします。

　　　産学連携・事業連携　　　　　　　　　　3,000万円
　　　単独企業（ものづくり、IT活用ビジネス）1,500万円

　　　生活・サービス産業創出　　　　　　　　  400万円

６　創業予定者及び決算期を２期迎えていない事業者は、「様式3 資金調達計画書」を添付してください。
７　提出された事業化計画等に基づき審査を行います。貸付決定された事業化計画には、県が実施する中小企業融資制度「新技術・新事業創造貸付」（有利子）をご利用になることができます（金融機関等の審査あり）。当無利子貸付に併用して「新技術・新事業創造貸付」を利用される場合には、上記資金計画に記載してください。
(様式2)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

平成２９年度 「新事業創出支援貸付」産学連携・事業連携記入シート

	申請事業者名
	


	１　事業化計画の名称

	

	２　連携内容（該当するものにチェック）

	□ 技術シーズの提供　　　□ 技術指導　　　□ 研究人材の提供　　　□ 研究施設・設備の提供　 　

□ その他（　                               　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　）

	３　連携方法（該当するものにチェック）

	□ 大学との連携　　□ 試験研究機関との連携　　□ 企業との連携　　□ その他（　　　　　　　　）

	４　連携者一覧表

	産学連携・事業連携の構成者について記載するとともに、各構成者により押印してください。

連携とは実質的に研究に参画することであり、委託や外注先企業は除きます。※（　）は大学との連携の場合

事業者（大学）名

代表者（学部）名

部署（教授等）名

印

連携する技術、

連携による効果

所在地

電話番号
FAX番号
Email

事業者（大学）名

代表者（学部）名

部署（教授等）名

印

連携する技術、

連携による効果

所在地

電話番号
FAX番号
Email




(様式3)
［創業予定者・決算期を２期迎えてない事業者用］

　資金調達計画書
（新事業創出支援貸付）
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　（単位：万円）

	調達の方法
	金　額
	調達予定時期

	自己資金


	
	平成　   年 　  月

	ひょうご産業活性化センターへの貸付申請額


	
	平成　   年 　  月

	補助金収入(交付決定額)

［交付団体名］

［補助金名］


	
	平成　　年　　　月

	金融機関等からの借入れ
［内訳・返済方法］


	
	平成　   年 　  月

	親戚、知人等からの借入れ
［内訳・返済方法］


	
	平成　   年  　 月

	その他


	
	平成　   年　   月

	合　　　計
	万円
	


　※  貸付申請書（様式1）「8 事業化計画」に記載された事業について、事業化までに要するすべての経費を対象に記載してください。

　※  すでに調達済みの資金については、「調達予定時期」欄に「調達済み」とご記入ください。

(様式4)
個人情報の取扱いについて（申請者用）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　

　　　　　　　　　　　　　公益財団法人ひょうご産業活性化センター

　公益財団法人ひょうご産業活性化センター（以下「センター」という。）では、「新事業創出支援貸付事業」の実施・運営に当たり、申請者から提供された個人情報を目的達成のために必要な範囲で利用し、適正に管理します。

１個人情報
①氏名、生年月日、住所、年齢、職歴、資産等、個人の属性に関する情報

②事業計画、決算・取引実績等、貸付申請書に記載されている情報　

③その他事業運営に際して聴取し、または提示された書類に記載された情報
２個人情報の利用目的

　　①「新事業創出支援貸付資金」の貸付審査を含む貸付事業の遂行
　　② 県やセンターが実施する支援制度のほか、各種事業の案内
　　
	


個人情報の取扱いに関する同意書

　私は、「新事業創出支援貸付資金」の貸付申請に当たり、以下に掲げる事項につき同意いたします。

１ センターが、上記貸付事業を遂行するため、私に関する個人情報を必要な範囲内で利用すること。
２ センターが、上記貸付事業を遂行するため、兵庫県やセンターが設置する審査委員会、評価・診断機関との間で、私に関する個人情報（今後変更があった場合には、変更後の情報も含む。）を必要な範囲で授受すること。
３ センターが、支援制度等の利用案内のため、私に関する個人情報を必要な範囲で活用、もしくは必要な範囲で県に提供すること。
平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（印）

※必ずご本人が（法人の場合は代表者個人名で）署名、捺印してください。
(様式1)








連　携　先　①





連　携　先　②
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